
１.　総　括　表

％

公 共 事 業 費 191,267 233,318 122.0

一般公共事業費 181,293 223,344 123.2

森林整備事業費 119,723 150,076 125.4

治  山  事 業 費 61,570 73,268 119.0

災害復旧等事業費 9,974 9,974 100.0

非 公 共 事 業 費 100,328 107,672 107.3

291,595 340,990 116.9

２ 復旧・復興対策は、下記２に整理。

３ 計数は、四捨五入のため合計とは一致しない場合がある。

２．東日本大震災からの復旧・復興対策（東日本大震災復興特別会計計上）

百万円 百万円 ％

57,663 48,581 84.2

10,723 7,650 71.3

合　　　計 68,386 56,231 82.2

項　　　　　　　　　　　　目
平成２６年度
当初予算額

平成２７年度
概算要求額

対前年度比

公共事業費

非公共事業費

百万円 百万円

総　　　　　　　　計

（注）１  上記のほか、農山漁村地域整備交付金及び山村振興交付金に、林野関係事業を措置し
ている。

平成２７年度　林野庁関係予算概算要求の概要

平成２６年８月

区　　　    　分
平成２６年度 平成２７年度

対前年度比
当初予算額 概算要求額

資料２



平成２７年度林野関係予算概算要求の重点事項

総額 ３，４１０億円
（２，９１６億円）

（※）各事項の下段（ ）内は、平成26年度当初予算額

林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進

① 森林・林業再生基盤づくり交付金 ５０億円

（２２億円）

・ 国産材の安定的・効率的な供給等を図るため、ＣＬＴなど木材

加工流通施設、木造公共建築物、高性能林業機械の整備等を支援

② 新たな木材需要創出総合プロジェクト【新規】 ３１億円

（－）

・ 中高層建築等に活用できるＣＬＴ(直交集成板)等新たな製品・ うちCLT等新たな製品・

技術の開発・普及の加速化、地域材の利用拡大、2020年東京 技術の開発

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸを契機とした国産の森林認証材の普及、需要 １１億円（－）

者ニーズに対応した国産材の安定供給体制の構築等を支援 うち「木づかい協力業者」

による木材利用促進

・ 木質バイオマスの利用促進を図るため、エネルギー利用拡大に ５億円（－）

向けた全国的な調査、相談窓口の設置、ｾﾙﾛｰｽﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰ等のマテ

リアル利用の促進に向けた技術開発等を支援

③ 森林・林業人材育成対策 ７１億円

（６６億円）

・ 林業への就業前の青年に対する給付金の給付や、「緑の雇用」

事業の拡充等による人材の育成を支援

④ 森林・山村多面的機能発揮対策 ３０億円

（３０億円）

・ 森林・山村の多面的機能の発揮や山村地域の活性化を図るた

め、地域における活動組織が実施する森林の保全管理や森林資源

の利用等の取組を支援



⑤ 施業集約化の加速化 ３億円

（２億円）

・ 施業集約化に向けた森林情報の収集や森林境界の明確化に加

え、不在村森林所有者に対する施業提案を森林施業プランナー等

が代行する取組を支援

⑥ 山村振興交付金【新規】 １５億円

（－）

・ 山村の雇用・所得の創出に向け、薪炭・山菜など未利用資源の

活用、山村景観などを活かした地域の魅力づくり等の取組を支援

⑦ 森林整備事業＜公共＞ １，５０１億円

（１，１９７億円）

・ 国産材の安定供給体制を構築するとともに、地球温暖化を防止

するための間伐等の森林施業や路網の整備等を推進

⑧ 治山事業＜公共＞ ７３３億円

（６１６億円）

・ 地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地

の復旧対策、津波に強い海岸防災林の保全等を推進



林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進

地域材の安定的・効率的な
供給体制の構築

ＣＬＴ等新たな製品･技術の開発･普及､
地域材の利用促進による

地球温暖化防止に向けた森林整備
と多面的機能発揮のための対策

○ＣＬＴの製造施設やストックヤード等の木材加
工流通施設の整備を支援
○円滑な森林整備・林業生産コストの低減を図る
ため、高性能林業機械の導入等を支援
○民有林と国有林が広域に連携した協議会の開催

供給体制の構築 地域材の利用促進による
木材需要の創出

○中高層建築等に活用できるＣＬＴ(直交集
成板)等新たな製品・技術の開発・普及の
加速化等を支援

○国産材の安定供給体制を構築するととも
に地球温暖化防止等の多面的機能を発揮
するための間伐等の森林施業や路網の整
備等を推進

【森林整備事業：１ ５０１億円】

と多面的機能発揮のための対策

○民有林と国有林が広域に連携した協議会の開催
及び構想の実現に向けた取組を支援

【森林・林業再生基盤づくり交付金：５０億円】

【新たな木材需要創出総合プロジェクト：３１億円】

【森林整備事業：１，５０１億円】

【森林･山村多面的機能発揮対策：３０億円】

○工務店等が川上･川中の関係者とともに地
域材の利用拡大を図るﾓﾃﾞﾙ的な取組を支援
○木質ﾊﾞｲｵﾏｽの利用促進のため、小規模発
電・熱利用等の取組推進のための相談･ｻ
ﾎﾟｰﾄ体制の構築、ｾﾙﾛｰｽﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰ等の技術
開発 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ関連施設整備を支援

○地域における活動組織が実施する森林の
保全管理や森林資源の利用等の取組を支援

路網整備 里山保全

開発、木質ﾊﾞｲｵﾏｽ関連施設整備を支援

O2

CO2 【新たな木材需要創出総合ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ：３１億円】
（新規）

【森林・林業再生基盤づくり交付金：５０億円】

○集中豪雨・地震等による山地災害等の
防止・軽減のため、荒廃山地の復旧整備、
津波に対し粘り強い海岸防災林の整備等
「緑の国土強靭化」を推進

「緑の国土強靱化」の推進

ＣＬＴ建築物 木質バイオマス熱利用施設

「緑の国土強靭化」を推進
【治山事業：７３３億円】

○ 年間 修等による新規就業者

林業を支える担い手の確保・育成

林業の

森林資源の
循環利用

○施業集約化に向けた森林情報の収集や森林

施業集約化の加速化

○３年間のＯＪＴ研修等による新規就業者の
確保・育成を支援（受講可能期間を最大５
年間に延長）
○就業環境の改善を促進するため、労働災害
防止対策を推進

【森林 林業人材育成対策：７１億円】

林業の
成長産業化

○施業集約化に向けた森林情報の収集や森林
境界の明確化を支援
○全国に散在する不在村森林所有者に対する
効率的な施業提案をモデル的に実施
【森林整備地域活動支援交付金：２億円】
【不在村森林所有者全国広域対策ﾓﾃﾞﾙ事業

億 【森林・林業人材育成対策：７１億円】

森林境界の明確化 人材育成

：0.2億円】
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○
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備
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新
た
な
木
材
需
要
創
出
総
合
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
［新
規
］

戦
後
造
成
し
た
人
工
林
が
本
格
的
な
利
用
期
を
迎
え
る
中
、
豊
富
な
森
林
資
源
を
循
環
利
用
さ
せ
「
木
材
自
給
率
５
０
％
」
を
達
成
し
、
林
業
の
成
長
産
業
化
を
実
現
す
る
た

め
に
は
、
幅
広
い
分
野
で
、
新
た
な
木
材
の
需
要
拡
大
に
積
極
的
に
取
り
組
む
必
要
。

【
平
成
２
７
年
度
予
算
概
算
要
求
額
３
，
０
６
６
（
－
）
百
万
円
】

現
状
・
課
題

新
た
な
製
品
・
技
術
の
開
発
・
普
及
や
、
建
築
物
・
木
材
製
品
・
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
等
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各
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野
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木
材
利
用
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幅
広
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す
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と
で
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新
た
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木
材
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創
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す
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と
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地
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築
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、
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野
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需
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極
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要
。
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【
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】
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－
）
百
万
円
】

【
広
域
流
通
型
】

協 定

安
定
供
給
体
制
の
構
築
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○
林
業
技
術
者
等
の
人
材
育
成

【
平
成
2
7
年
度
予
算
概
算
要
求
額
７
，
１
０
５
（
６
，
６
２
７
）
百
万
円
】

○
「
緑
の
雇
用
」
事
業
を
推
進
し
、
新
規
就
業
者
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
現
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技
能
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階
的
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的
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成
。

○
ま
た
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」
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技
術
面
で
支
援
す
る
「
森
林
総
合
監
理
士
（
フ
ォ
レ
ス
タ
）
等
を
育
成

施
業
実
行
の
主
体

森
林
組
合

事
業
体

性
化
の
構
想
策
定
・
実
行
を
技
術
面
で
支
援
す
る
「
森
林
総
合
監
理
士
（
フ
ォ
レ
ス
タ
ー
）
」
等
を
育
成
。

■
林
業
技
術
者
・
技
能
者
の
育
成

森
林
経
営
の
主
体

森
林
組
合

間
事
業
体


現
場
技
能
者


総
括
現
場
管
理
責
任
者
（
フ
ォ
レ
ス
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
）
等

（
森
林
組
合
、
民
間
事
業
体
、

森
林
所
有
者
）

森 林 所 有

計
画
作
成

を
提
案

委
託

（
森
林
組
合
、
民
間
事
業
体
、

森
林
所
有
者
）

施
業

提
案

森
林
施
業
プ
ラ
ン
ナ
ー

計
画
作
成
の

中
核
を
担
う
者

現
場
技
能
者

施
業
実
行
の

中
核
を
担
う
者

森
林
経
営
計
画
に

基
づ
く
施
業
の
監
理

高
い
生
産
性
・
安
全
性
を
確
保
し
な
が
ら
林
業
の
現
場
作
業
が
で
き
る
技
能
者


森
林
作
業
道
作
設
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
、
架
線
技
能
者

現
地
の
状
況
に
応
じ
て
森
林
作
業
道
を
作
設
で
き
る
技
能
者
や
高
度
な
索
張

り
技
術
を
備
え
た
架
線
技
能
者

有 者
施
業
の
提
案

委
託

作
成

■
「
緑
の
雇
用
」
に
よ
る
現
場
技
能
者
の
育
成


林
業
作
業
士
（
フ
ォ
レ
ス
ト
ワ
ー
カ
ー
）
研
修

（
新
規
就
業
者
等
の
３
年
間
の
基
本
的
研
修
）


林
業
作
業
士
（
フ
ォ
レ
ス
ト
ワ
ー
カ
ー
）
研
修

（
新
規
就
業
者
等
の
３
年
間
の
基
本
的
研
修
）

基 本

認
作
成

相 談

都
道
府
県

職
員

森
林
総
合
監
理
士

（
フ
ォ
レ
ス
タ
ー
）

森
林
経
営
計
画

指
導
・

助
言

（
新
規
就
業
者
等
へ
の
３
年
間
の
基
本
的
研
修
）

（
新
規
就
業
者
等
へ
の
３
年
間
の
基
本
的
研
修
）


現
場
管
理
責
任
者
（
フ
ォ
レ
ス
ト
リ
ダ
）
研
修


現
場
管
理
責
任
者
（
フ
ォ
レ
ス
ト
リ
ダ
）
研
修

・
チ
ェ
ー
ン
ソ
ー
伐
木
業
務
等
の
資
格
取
得

・
安
全
・
効
率
的
な
作
業
に
必
要
な
知
識
・
技
術
等
の
習
得

本

認 定

市
町
村
の
森
林
・
林
業
行
政

を
技
術
面
で
支
援

市
町
村

育
成

市
町
村

職
員

林
野
庁

民
間

資
格
試
験

登
録

（
フ
ォ
レ
ス
タ
）

市
町
村

森
林
整
備
計
画


現
場
管
理
責
任
者
（
フ
ォ
レ
ス
ト
リ
ー
ダ
ー
）
研
修

（
対
象
：
林
業
の
就
業
経
験
が
５
年
以
上
）


現
場
管
理
責
任
者
（
フ
ォ
レ
ス
ト
リ
ー
ダ
ー
）
研
修

（
対
象
：
林
業
の
就
業
経
験
が
５
年
以
上
）

・
現
場
の
効
率
的
運
営
や
統
括
管
理
に
必
要
な
知
識
・
技
術
等
の
習

得

キ ャ リ ア ア ッ プ

を
技
術
面
で
支
援

林
野
庁

職
員

登
録

森
林
整
備
計
画


統
括
現
場
管
理
責
任
者
（
フ
ォ
レ
ス
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
）
研
修

（
対
象
：
林
業
の
就
業
経
験
が

10
年
以
上
）


統
括
現
場
管
理
責
任
者
（
フ
ォ
レ
ス
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
）
研
修

（
対
象
：
林
業
の
就
業
経
験
が

10
年
以
上
）
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森
林
・
山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策

【
平
成
2
7
年
度
予
算
概
算
要
求
額
３
，
０
０
０
（
３
，
０
０
０
）
百
万
円
】

森
林
の
有
す
る
多
面
的
機
能
の
発
揮
に
は
、
適
切
な
森
林
整
備
や
計
画
的
な
森
林
資
源
の
利
用
が
不
可
欠
だ
が
、
地
域
住
民
と

森
林
と
の
関
わ
り
が
希
薄
化
し
適
切
な
森
林
整
備
等
が
行
わ
れ
て
い
な
い
箇
所
が
見
ら
れ
る

背 景
森
林
と
の
関
わ
り
が
希
薄
化
し
、
適
切
な
森
林
整
備
等
が
行
わ
れ
て
い
な
い
箇
所
が
見
ら
れ
る
。

地
域
住
民
、
森
林
所
有
者
、
自
伐
林
家
等
が
協
力
し
て
実
施
す
る
里
山
林
の
保
全
、
森
林
資
源
の
利
活
用
、
森
林
環
境
教
育
・
研

修
活
動
な
ど
、
以
下
の
取
組
を
支
援
。

景 事 業
・
補
助
率

: 定
額
（
１
／
２
相
当
）
・
１
活
動
組
織
当
た
り
の
交
付
上
限
額

: ５
０
０
万
円

国

地
域
協
議
会
：
都
道
府
県
、
市
町
村
、
学
識
経
験
者
、
関
係
団
体
等
で
構
成

〔
事
業
の
内
容
〕

森
林
の
マ
ッ
チ
ン
グ

安
全
研
修
等
の
実
施

資
機
材
貸
与

交
付
金
の
管
理
、
活
動
組
織
の
持
続
的
な
体
制
を
支
援

【
交
付
金
】

森
林
整
備
実
施
の
合
意
が
と
れ

た
森
林
を
活
動
組
織
に
紹
介

森
林
の
マ
ッ
チ
ン
グ

活
動
組
織
が
必
要
と
す
る
安
全

研
修
等
を
実
施

活
動
組
織
が
必
要
と
す
る
資
機

材
の
貸
し
出
し
を
実
施

安
全
研
修
等
の
実
施

資
機
材
貸
与

支
援
対
象
と
な
る
活
動
組
織
の
活
動
内
容
例

活
動
組
織
：
地
域
住
民
、
森
林
所
有
者
、
自
伐
林
家
等
で
構
成

地
域
環
境
保
全
タ
イ
プ

森
林
資
源
利
用
タ
イ
プ

森
林
空
間
利
用
タ
イ
プ

森
林
機
能
強
化
タ
イ
プ

森
林
環
境
教
育
の
実
践

（
5万
円
/回
：
年
度
内
の

里
山
林
景
観
を
維
持

す
る
た
め
の
活
動

侵
入
竹
の

伐
採
・
除
去
活
動

広
葉
樹
を
薪
と
し
て

利
用

路
網
の
補
修
・
機
能
強

化
等

上
限
12
回
）

す
る

活
動

(1
6
万
円
/
h
a)

（
38
万
円
/h
a）

（
16
万
円
/h
a）

（
1千
円
/ｍ
）

機
材
及
び
資
材
の
整
備
：
森
林
空
間
利
用
タ
イ
プ
を
の
ぞ
く
上
記
活
動
の
実
施
に
必
要
な
機
材
及
び
資
材
の
整
備
（
1/
2以
内
）
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○
施
業
集
約
化
の
加
速
化

【
平
成
2
7
年
度
予
算
概
算
要
求
額
３
０
９
（
２
４
３
）
百
万
円
】

○
林
業
の
成
長
産
業
化
に
向
け
、
国
産
材
の
安
定
供
給
体
制
を
構
築
す
る
た
め
に
は
、
意
欲
あ
る
担
い
手
に
施
業
を
集
約
化
し
、
効
率
的
な
森

林
施
業
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
。

○
施
業
集
約
化
の
促
進
に
向
け
、
森
林
所
有
者
・
森
林
境
界
の
明
確
化
等
へ
の
支
援
に
加
え
、
３
次
元
地
図
等
を
活
用
し
効
率
的
に
施
業
提
案

や
森
林
境
界
の
確
認
を
進
め
る
手
法
の
検
証
、
施
業
集
約
化
の
働
き
か
け
を
全
国
的
か
つ
組
織
的
に
進
め
る
仕
組
み
づ
く
り
を
実
施
。

■
施
業
集
約
化
前

（
背
景
/
課
題
）

境
界
測
量
、
森
林
情
報
の

や
森
林
境
界
の
確
認
を
進
め
る
手
法
の
検
証
、
施
業
集
約
化
の
働
き
か
け
を
全
国
的
か
つ
組
織
的
に
進
め
る
仕
組
み
づ
く
り
を
実
施
。

３
次
元
地
図
な
ど
の
森
林
情
報
を

■
施
業
集
約
化
後

（
事
業
の
内
容
）

小
規
模
・
分
散
で
生
産
性
が
低
く
、
施
業
が
困
難
で
行
わ
れ
な
い
森
林
も

全
国
的
か
つ
組
織
的

な
手
法
に
よ
る
施
業
集

約
化
の
働
き
か
け

間
伐
材
が
搬
出
で
き
な
い

整
理
・
保
全
活
動
等
を
促
進

所
有
者
の
意
向
が
確
認
で
き
な
い

次
図
な

森
林
情
報
を

活
用
し
た
施
業
提
案
や
境
界
確
認

森
林
施
業
の
集
約
化
を
促
進

森
林
所
有
者
・
森
林
境
界
の
明
確
化
や

不
在
村
森
林
所
有
者
へ
の
働
き
か
け

間
伐
材
の
搬
出
が
可
能

森
林
施
業
の
集
約
化
を
促
進

森
林
の
境
界
や
所
有
者
が
不
明

更
に
、
森
林
所
有
者
の
高
齢
化
や
不
在
村
化
が
進
行

効
率
的
な
森
林
施
業
を
進
め
る
た
め
に
は
森
林
境
界
の

効
率
的
な
路
網
整
備
が
可
能

・
効
率
的
な
森
林
施
業
を
進
め
る
た
め
に
は
、
森
林
境
界
の

明
確
化
が
必
要

・
現
地
調
査
や
立
会
を
不
要
に
す
る
な
ど
省
力
化
が
必
要

・
不
在
村
森
林
所
有
者
と
現
場
を
つ
な
ぐ
仕
組
み
が
必
要

効
率
的
な
作
業
シ
ス
テ
ム
が
可
能
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山村振興交付金（新規）

○ 山村では 人口減少や高齢化が著しく 地域経済の低迷により集落の維持が懸念される状況

平成27年度予算概算要求額【１，５００（－）百万円】

対策のポイント

○ 山村では、人口減少や高齢化が著しく、地域経済の低迷により集落の維持が懸念される状況。

○ 一方、特色ある農林産物や景観、伝統文化といった地域資源が多く存在。近年、都市住民を中
心に、ゆとり・やすらぎの場としても評価が高まっている。山村の振興には、こうした地域の潜在
力を引き出すことが重要。

○ このため、地域資源を再評価し、山村の特色ある豊かな資源を活用した雇用・所得の創出と魅
力ある地域づくりを総合的に支援。

対策の内容

【ねらい】 地元の雇用や所得の創出と魅力ある地域づくりの推進

【対策①】 地域経済活性化推進対策 【対策②】 魅力ある地域づくり推進対策

○個性を活かした山村らしく魅力ある地域づ
くりの推進

・地域固有の魅力や価値の「見える化・パッ
ケージ化」による地域ブランド力の向上

・準市民・サポーター制の導入やNPOとの連携

○未利用資源等の発掘・活用による地域経
済の活性化

・地域資源の賦存状況・利用形態等の調査

・未利用資源等を地域ぐるみで利活用するた
めの組織づくり・人材育成 準市民 制 導 連携

等の促進

・農林業の生産活動を基礎とする山村地域に
おける協働・共助の促進

・特色ある地域資源の域内消費の拡大や域外
への販売促進等を図る取組の試行実践

山村の豊かな地域資源

【山村の魅力】
山村景観、森林空間、山村文化、農耕儀礼 等

【山村の地場産品等】
・エネルギー資源（薪炭、間伐材等）
・食材（山菜、きのこ、伝統野菜等）
・伝統工芸品（木工品、竹細工等） 等

○補助率 ：定額

・農林業を核とした内発的な雇用や所得の創出
・住みやすく活力ある山村の形成
・都市住民への山村の魅力提供、都市部等の需
要や人材等の呼び込み

伝統 芸品（木 品、竹細 等） 等

山村の自立的な振興

○補助率：定額

○事業実施主体：市町村等
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森林整備事業・治山事業（公共）
【２２３，３４４（１８１，２９３）百万円】

対策のポイント
・ 施業集約化、路網整備等の取組を推進するほか、森林吸収量の確保に向

けた条件不利地等における間伐や低コスト造林を推進します。

・ 山地災害等の防止・軽減に向けた総合的な治山対策による「緑の国土強

靱化」を推進します。

＜背景／課題＞

・我が国の豊富な森林資源を循環利用し、安定的な木材の供給体制の構築に資するとと

もに、二酸化炭素の森林吸収量2.8％以上（平成17年度を基準）を確保し、平成32年

度における我が国の新たな温室効果ガス削減目標3.8％の達成に貢献するため、森林

施業の集約化、路網の整備、間伐等を推進する必要があります。

・集中豪雨・地震等による激甚な山地災害やシカ、病害虫等による森林被害が各地で頻

発しており、国民の生命・財産を守るための治山対策等を推進する必要があります。

政策目標
○森林吸収量の算入上限値3.5％（平成２年度比）の確保に向けた間伐の実施

（平成25年度から平成32年度までの８年間の年平均：52万ヘクタール）

○周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加

（5.5万集落（平成25年度）→5.8万集落（平成30年度））

＜主な内容＞

１．森林整備事業 １５０,０７６（１１９,７２３）百万円

（１）施業の集約化を図り、間伐やこれと一体となった路網の整備、主伐後の再造林等

を推進します（搬出間伐の推進に向けて、間伐の支援対象を見直し）。

森林環境保全直接支援事業 ４０，３４９（２３，２９１）百万円

林業専用道整備対策 １２，３２４（１１，０８６）百万円

国費率：10／10、１／２、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

（２）奥地水源林等であって、所有者の自助努力によっては適正な整備ができない森林

において公的主体による間伐等の森林整備を推進するとともに、鳥獣被害対策を推

進します。

環境林整備事業 ３，８５４（ ２，７２６）百万円

水源林造成事業 ２７，９３９（２４，８７０）百万円

国費率：10／10、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、（独）森林総合研究所等

［平成27年度予算概算要求の概要］
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２．治山事業 ７３，２６８（６１，５７０）百万円

（１）集中豪雨・地震等に起因する激甚な山地災害の発生リスクの増大を踏まえ、荒廃

山地の復旧整備と渓畔林の整備等を一体的に実施する流木災害防止対策など、山地

防災力の強化に向けた取組を推進します。

山地治山総合対策事業、山地治山事業 ３９，８９８（３０，１１４）百万円

水源地域等保安林整備事業 １０，８５７（ ８，６５５）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

（２）火山噴出物の堆積地域における局地的豪雨による大規模荒廃地の復旧に新規着手

するなど、民有林直轄治山事業による集中的な復旧整備を実施します。

民有林直轄治山事業 １２，７８９（１１，３５２）百万円

国費率２／３

事業実施主体：国

（３）南海トラフ地震等により発生が想定される津波に対する多重防御の一つとして

「粘り強い海岸防災林」の整備を推進します。また、病害虫による機能低下を防止

するための海岸防災林の保全を推進します。

防災林造成事業 ３，２４３（２，５８０）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３）

２の事業 林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８）

［平成27年度予算概算要求の概要］
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平
成
2
７
年
度
予
算
概
算
要
求
の
内
容

現
状
と
課
題

成
果

平
成
２
７
年
度
の
林
野
公
共
事
業

成
年

算
概
算

成

森
林
吸
収
源
の
確
保

森
林
整
備
事
業

豊
富
な
森
林
資
源
を
循
環
利
用
す
る
と
と
も
に
地
球
温
暖
化
を
防
止
す
る
た
め
の
間
伐
等
の
森
林
施
業
や
路
網
の
整
備
等
の
着

実
な
実
施
等
に
よ
り
林
業
の
成
長
産
業
化
を
実
現
。

気
候
変
動
へ
の
適
応
策
の
一
環
と
し
て
災
害
に
強
い
森
林
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
で
「
緑
の
国
土
強

靱
化
」
を
実
現
。

○
森
林
吸
収
量
3
.5
％
（
9
0
年
度
比
）

を
目
指
す
。

○
Ｃ
Ｏ
Ｐ
１
９
で
2
0
2
0
年
度
に
お
け
る

地
球
温
暖
化

防
止
へ
の
貢
献

～
地
球
温
暖
化
防
止
な
ど
多
面
的
機
能
発
揮
に
向
け
た
森
林
整
備
の
推
進
～

森
林
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
を
図
り
つ
つ
資
源
の
循
環
利
用
を
通
じ
て
林
業
を
成
長
産
業
と
し
て
確
立
し
て
い
く
た

め
、
施
業
の
集
約
化
や
路
網
整
備
に
よ
り
生
産
基
盤
を
強
化
し
、
間
伐
等
の
森
林
整
備
を
推
進
。

・
森
林
経
営
計
画
の
区
域
計
画
の
導
入
（
平
成
2
6
年
度
～
）
に
よ
り
施
業
の
集
約
化
を
推
進
。

・
直
接
支
援
事
業
に
つ
い
て
搬
出
間
伐
の
推
進
に
向
け
て
間
伐
の
支
援
対
象
を
見
直
し

年
平
均
5
2
万
h
aの
間
伐
等
の
森
林
吸

収
源
対
策
の
着
実
な
推
進
が
必
要

3
.8
％
（
05
年
度
比
）削
減
目
標
を

表
明
。
森
林
吸
収
源
に
つ
い
て
は
、

2
.8
％
以
上
を
担
う
必
要
。

林
業
の
成
長

産
業
化
の
実
現

森
林
資
源
の
循
環
利
用
の
推
進

○
人
工
林
資
源
が
本
格
的
に
利
用

期
を
迎
え
る
。

○
資
源
の
循
環
利
用
の
推
進
に
よ

り
林
業
を
成
長
産
業
と
し
て
確
立

治
山
事
業

・
直
接
支
援
事
業
に
つ
い
て
、
搬
出
間
伐
の
推
進
に
向
け
て
、
間
伐
の
支
援
対
象
を
見
直
し
。

・
奥
地
水
源
林
等
で
あ
っ
て
、
所
有
者
の
自
助
努
力
に
よ
っ
て
は
適
正
な
整
備
が
期
待
で
き
な
い
森
林
に
お
い
て
公
的
主

体
に
よ
る
森
林
整
備
を
推
進
。

山
地
災
害
等
の
防
止
軽
減
に
向
け
た
総
合
的
な
治
山
対
策
の
推
進

緑
国
土
強
靭
化

産
業
化
の
実
現

国
土
強

靱
化
へ
の
対
応

施
業
の
集
約
化
、
路
網
整
備
に
よ
る

生
産
基
盤
の
強
化
が
必
要

り
林
業
を
成
長
産
業
と
し
て
確
立
。

○
集
中
豪
雨
や
地
震
等
に
よ
る
激

～
山
地
災
害
等
の
防
止
・
軽
減
に
向
け
た
総
合
的
な
治
山
対
策
の
推
進
～

集
中
豪
雨
・
地
震
等
に
よ
る
山
地
災
害
等
の
防
止
・
軽
減
の
た
め
、
荒
廃
山
地
や
荒
廃
危
険
山
地
の
復
旧
整
備
、
海

岸
防
災
林
の
整
備
等
を
推
進
。

・
山
地
災
害
発
生
リ
ス
ク
の
増
大
を
踏
ま
え
た
流
木
災
害
防
止
対
策
の
強
化
。

・
局
地
的
豪
雨
等
に
よ
り
発
生
し
た
大
規
模
荒
廃
地
の
民
有
林
直
轄
治
山
事
業
に
よ
る
集
中
的
な
復
旧
整
備
の
実
施
。

・
津
波
に
対
す
る
多
重
防
御
の
一
つ
と
し
て
「
粘
り
強
い
海
岸
防
災
林
」
の
整
備
を
推
進

緑
の
国
土
強
靭
化

の
実
現

崩
壊
地
等
の
復
旧
整
備
に
加
え
、

○
集
中
豪
雨
や
地
震
等
に
よ
る
激

甚
な
災
害
が
各
地
で
発
生
。

○
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
や
集
中
豪

雨
等
に
よ
る
大
規
模
災
害
に
備
え

た
国
土
の
強

靱
化
が
課
題
。

・
津
波
に
対
す
る
多
重
防
御
の
一
つ
と
し
て
「
粘
り
強
い
海
岸
防
災
林
」
の
整
備
を
推
進
。

農
山
漁
村
地
域
整
備
交
付
金
事
業

機
能
が
低
下
し
た
森
林
の
回
復
等
を
進
め
森
林
吸
収
源
の
確
保
を
図
る
た
め
健
全
で
多
様
な
森
林
づ
く
り
を
推
進
す
る
と

と
も
に
、
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
等
切
迫
す
る
自
然
災
害
の
発
生
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
効
果
的
な
予
防
治
山
対
策
を
推
進
。

震
災
復
興
対
策

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
被
害
。

事
前
防
災
・
減
災
の
観
点
か
ら
の
対

策
の
強
化
が
急
務

震
災
か
ら
の

復
興
再
生

復
旧
・
復
興
事
業
（
森
林
整
備
・
治
山
）

海
岸
防
災
林
の
復
旧
再
生
を
推
進
す
る
と
と
も
に
放
射
性
物
質
の
影
響
に
よ
り
整
備
が
進
み
が
た
い
人
林
等
に

と
も
に
、
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
等
切
迫
す
る
自
然
災
害
の
発
生
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
効
果
的
な
予
防
治
山
対
策
を
推
進
。

・
治
山
・
林
道
施
設
に
係
る
点
検
・
診
断
・
更
新
等
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
サ
イ
ク
ル
の
構
築
を
推
進
。

・
花
粉
症
対
策
苗
木
に
対
す
る
需
要
を
喚
起
す
る
た
め
の
花
粉
症
対
策
促
進
事
業
を
実
施
。

海
岸
防
災
林
の
復
旧
・
再
生
、
放
射
能

汚
染
へ
の
対
応
が
急
務

・
海
岸
防
災
林
の
復
旧
・
再
生
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
放
射
性
物
質
の
影
響
に
よ
り
整
備
が
進
み
が
た
い
人
工
林
等
に

お
い
て
、
公
的
主
体
に
よ
る
間
伐
等
を
引
き
続
き
推
進
。
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平成２７年度

国有林野部関係予算

概算要求の概要

平成２６年８月

林野庁



＜ 項 目 ＞

【公共事業関係】

○ 森林整備事業・治山事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

【非公共事業関係】

○ 新たな木材需要創出総合プロジェクト・・・・・・・・・・・・５

○ 施業集約化の加速化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６

○ 苗木安定供給推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

【国有林野事業債務管理特別会計への繰入れ】

国有林野事業の債務の元本償還及び利払いに必要な額を「国有林野事業債務管

理特別会計」へ繰入れるとして、９２億円の債務を返済。

（前年度返済額：７６億円）



森林整備事業・治山事業（公共）
【２２３，３４４（１８１，２９３）百万円】

対策のポイント
・ 施業集約化、路網整備等の取組を推進するほか、森林吸収量の確保に向

けた条件不利地等における間伐や低コスト造林を推進します。

・ 山地災害等の防止・軽減に向けた総合的な治山対策による「緑の国土強

靱化」を推進します。

＜背景／課題＞

・我が国の豊富な森林資源を循環利用し、安定的な木材の供給体制の構築に資するとと

もに、二酸化炭素の森林吸収量2.8％以上（平成17年度を基準）を確保し、平成32年

度における我が国の新たな温室効果ガス削減目標3.8％の達成に貢献するため、森林

施業の集約化、路網の整備、間伐等を推進する必要があります。

・集中豪雨・地震等による激甚な山地災害やシカ、病害虫等による森林被害が各地で頻

発しており、国民の生命・財産を守るための治山対策等を推進する必要があります。

政策目標
○森林吸収量の算入上限値3.5％（平成２年度比）の確保に向けた間伐の実施

（平成25年度から平成32年度までの８年間の年平均：52万ヘクタール）

○周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加

（5.5万集落（平成25年度）→5.8万集落（平成30年度））

＜主な内容＞

１．森林整備事業 １５０,０７６（１１９,７２３）百万円

（１）施業の集約化を図り、間伐やこれと一体となった路網の整備、主伐後の再造林等

を推進します（搬出間伐の推進に向けて、間伐の支援対象を見直し）。

森林環境保全直接支援事業 ４０，３４９（２３，２９１）百万円

林業専用道整備対策 １２，３２４（１１，０８６）百万円

国費率：10／10、１／２、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、森林所有者等

（２）奥地水源林等であって、所有者の自助努力によっては適正な整備ができない森林

において公的主体による間伐等の森林整備を推進するとともに、鳥獣被害対策を推

進します。

環境林整備事業 ３，８５４（ ２，７２６）百万円

水源林造成事業 ２７，９３９（２４，８７０）百万円

国費率：10／10、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、市町村、（独）森林総合研究所等

［平成27年度予算概算要求の概要］
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２．治山事業 ７３，２６８（６１，５７０）百万円

（１）集中豪雨・地震等に起因する激甚な山地災害の発生リスクの増大を踏まえ、荒廃

山地の復旧整備と渓畔林の整備等を一体的に実施する流木災害防止対策など、山地

防災力の強化に向けた取組を推進します。

山地治山総合対策事業、山地治山事業 ３９，８９８（３０，１１４）百万円

水源地域等保安林整備事業 １０，８５７（ ８，６５５）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

（２）火山噴出物の堆積地域における局地的豪雨による大規模荒廃地の復旧に新規着手

するなど、民有林直轄治山事業による集中的な復旧整備を実施します。

民有林直轄治山事業 １２，７８９（１１，３５２）百万円

国費率２／３

事業実施主体：国

（３）南海トラフ地震等により発生が想定される津波に対する多重防御の一つとして

「粘り強い海岸防災林」の整備を推進します。また、病害虫による機能低下を防止

するための海岸防災林の保全を推進します。

防災林造成事業 ３，２４３（２，５８０）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３）

２の事業 林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８）

［平成27年度予算概算要求の概要］
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森林整備事業・治山事業（公共）
【復旧・復興対策 １６，２８４（９，１７４）百万円】

対策のポイント
・ 間伐等の実施により、東日本大震災の被災地等における「災害に強い森

林づくり」を進めます。

・ 東日本大震災で被災した海岸防災林の復旧・再生や山腹崩壊地等の復旧

整備を通じ、地域の安全・安心を確保します。

＜背景／課題＞

・東日本大震災により、青森県から千葉県までの約140kmに及ぶ海岸防災林が被災する

とともに、山地においても多くの箇所で山腹崩壊、林道施設等の被害が発生しており、

台風や豪雨等により更なる被害の拡大が懸念されます。

・福島第一原子力発電所の事故により放散された放射性物質の影響のある区域では、森

林所有者の経営意欲の減退、被ばくへの不安等から、森林整備が停滞するおそれがあ

り、森林の公益的機能の低下が懸念される状況となっています。

政策目標
○土壌を保持する能力等が良好に保たれている森林の割合の増加。

○海岸防災林の造成に必要な基盤造成を平成27年度までに完了し、その後順

次植栽を実施（全体の復旧は概ね平成32年度までに完了。）。

＜主な内容＞

１．森林整備事業
東日本大震災により林地荒廃等の森林被害が発生した岩手、宮城、福島の被災３

県において適切な間伐等の実施による「災害に強い森林づくり」を進めるとともに、

放射性物質の影響等により整備が進み難い人工林等において、公的主体による緊急

的な間伐等を進めます。

２．治山事業
東日本大震災で被災した海岸防災林の復旧・再生や山腹崩壊地等における復旧整

備を進めます。

森林整備事業 ５，８０３（４，６３３）百万円

治山事業 １０，４８１（４，５４１）百万円

国費率：10／10、２／３、１／２、３／10等

事業実施主体：国、都道府県、（独）森林総合研究所等

お問い合わせ先：

１の事業 林野庁整備課 （０３－６７４４－２３０３）

２の事業 林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８）

［平成27年度予算概算要求の概要］

3



平
成

2
７
年
度
予
算
概
算
要
求
の
内
容

 
現
状
と
課
題

 
成
果

 

緑
の
国
土
強
靭
化

 
の
実
現

 

地
球
温
暖
化

 
防
止
へ
の
貢
献

 

林
業
の
成
長

 
産
業
化
の
実
現

 

国
土
強
靱
化
へ
の
対
応

 

森
林
吸
収
源
の
確
保

 

森
林
資
源
の
循
環
利
用
の
推
進

 

○
 
人
工
林
資
源
が
本
格
的
に
利
用

期
を
迎
え
る
。

 

施
業
の
集
約
化
、
路
網
整
備
に
よ
る

生
産
基
盤
の
強
化
が
必
要

 

○
 

 資
源
の
循
環
利
用
の
推
進
に
よ

り
林
業
を
成
長
産
業
と
し
て
確
立
。

 

震
災
復
興
対
策

 

○
 
東
日
本
大
震
災
に
よ
る
被
害
。

 

森
林
整
備
事
業

 

～
地
球
温
暖
化
防
止
な
ど
多
面
的
機
能
発
揮
に
向
け
た
森
林
整
備
の
推
進
～

 

崩
壊
地
等
の
復
旧
整
備
に
加
え
、

事
前
防
災
・減
災
の
観
点
か
ら
の
対

策
の
強
化
が
急
務

 

○
 

 集
中
豪
雨
や
地
震
等
に
よ
る
激

甚
な
災
害
が
各
地
で
発
生
。

 

震
災
か
ら
の

 
復
興
再
生

 

 
豊
富
な
森
林
資
源
を
循
環
利
用
す
る
と
と
も
に
地
球
温
暖
化
を
防
止
す
る
た
め
の
間
伐
等
の
森
林
施
業
や
路
網
の
整
備
等
の
着

実
な
実
施
等
に
よ
り
林
業
の
成
長
産
業
化
を
実
現
。

 
 
気
候
変
動
へ
の
適
応
策
の
一
環
と
し
て
災
害
に
強
い
森
林
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
で
「
緑
の
国
土
強
靱
化
」
を
実
現
。

 

海
岸
防
災
林
の
復
旧
・再
生
、
放
射
能

汚
染
へ
の
対
応
が
急
務

 

治
山
事
業

 

復
旧
・
復
興
事
業
（森
林
整
備
・治
山
）

 

・
 
海
岸
防
災
林
の
復
旧
・
再
生
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
放
射
性
物
質
の
影
響
に
よ
り
整
備
が
進
み
が
た
い
人
工
林
等
に

お
い
て
、
公
的
主
体
に
よ
る
間
伐
等
を
引
き
続
き
推
進
。

 

 
 

 
森
林
の
多
面
的
機
能
の
発
揮
を
図
り
つ
つ
資
源
の
循
環
利
用
を
通
じ
て
林
業
を
成
長
産
業
と
し
て
確
立
し
て
い
く
た

め
、
施
業
の
集
約
化
や
路
網
整
備
に
よ
り
生
産
基
盤
を
強
化
し
、
間
伐
等
の
森
林
整
備
を
推
進
。

 
・
 
森
林
経
営
計
画
の
区
域
計
画
の
導
入
（
平
成

2
6年
度
～
）
に
よ
り
施
業
の
集
約
化
を
推
進
。

 
・
 
直
接
支
援
事
業
に
つ
い
て
、
搬
出
間
伐
の
推
進
に
向
け
て
、
間
伐
の
支
援
対
象
を
見
直
し
。

 
・
 
奥
地
水
源
林
等
で
あ
っ
て
、
所
有
者
の
自
助
努
力
に
よ
っ
て
は
適
正
な
整
備
が
期
待
で
き
な
い
森
林
に
お
い
て
公
的
主

体
に
よ
る
森
林
整
備
を
推
進
。

 

年
平
均

5
2
万

ha
の
間
伐
等
の
森
林
吸

収
源
対
策
の
着
実
な
推
進
が
必
要

 

○
 
森
林
吸
収
量

3
.5
％
（
9
0
年
度
比
）

を
目
指
す
。

 
○

 
Ｃ
Ｏ
Ｐ
１
９
で

2
0
2
0
年
度
に
お
け
る

3
.8
％
（
0
5
年
度
比
）
削
減
目
標
を

表
明
。
森
林
吸
収
源
に
つ
い
て
は
、

2
.8
％
以
上
を
担
う
必
要
。

 

○
 
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
や
集
中
豪

雨
等
に
よ
る
大
規
模
災
害
に
備
え

た
国
土
の
強
靱
化
が
課
題
。

 

～
山
地
災
害
等
の
防
止
・
軽
減
に
向
け
た
総
合
的
な
治
山
対
策
の
推
進
～

 

 
 

 
集
中
豪
雨
・
地
震
等
に
よ
る
山
地
災
害
等
の
防
止
・
軽
減
の
た
め
、
荒
廃
山
地
や
荒
廃
危
険
山
地
の
復
旧
整
備
、
海

岸
防
災
林
の
整
備
等
を
推
進
。

 
・
 
山
地
災
害
発
生
リ
ス
ク
の
増
大
を
踏
ま
え
た
流
木
災
害
防
止
対
策
の
強
化
。

 
・
 
局
地
的
豪
雨
等
に
よ
り
発
生
し
た
大
規
模
荒
廃
地
の
民
有
林
直
轄
治
山
事
業
に
よ
る
集
中
的
な
復
旧
整
備
の
実
施
。

 
・
 
津
波
に
対
す
る
多
重
防
御
の
一
つ
と
し
て
「
粘
り
強
い
海
岸
防
災
林
」
の
整
備
を
推
進
。

 

農
山
漁
村
地
域
整
備
交
付
金
事
業

 

 
機
能
が
低
下
し
た
森
林
の
回
復
等
を
進
め
森
林
吸
収
源
の
確
保
を
図
る
た
め
健
全
で
多
様
な
森
林
づ
く
り
を
推
進
す
る
と

と
も
に
、
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
等
切
迫
す
る
自
然
災
害
の
発
生
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
効
果
的
な
予
防
治
山
対
策
を
推
進
。

 
・
 
治
山
・
林
道
施
設
に
係
る
点
検
・
診
断
・
更
新
等
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
サ
イ
ク
ル
の
構
築
を
推
進
。

 
・
 
花
粉
症
対
策
苗
木
に
対
す
る
需
要
を
喚
起
す
る
た
め
の
花
粉
症
対
策
促
進
事
業
を
実
施
。

 

平
成
２
７
年
度
の
林
野
公
共
事
業
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新
た

な
木

材
需

要
創

出
総

合
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
［新

規
］

戦
後

造
成

し
た

人
工

林
が

本
格

的
な

利
用

期
を

迎
え

る
中

、
豊

富
な

森
林

資
源

を
循

環
利

用
さ

せ
「
木

材
自

給
率

５
０

％
」
を

達
成

し
、

林
業

の
成

長
産

業
化

を
実

現
す

る
た

め
に

は
、

幅
広

い
分

野
で

、
新

た
な

木
材

の
需

要
拡

大
に

積
極

的
に

取
り

組
む

必
要

。

【
平

成
２

７
年

度
予

算
概

算
要

求
額

３
，

０
６

６
（
０

）
百

万
円

】

現
状

・
課

題

新
た

な
製

品
・
技

術
の

開
発

・
普

及
や

、
建

築
物

・
木

材
製

品
・
木

質
バ

イ
オ

マ
ス

等
の

各
分

野
で

の
木

材
利

用
を

幅
広

く
拡

大
す

る
こ

と
で

、
新

た
な

木
材

の
需

要
を

創
出

す
る

と
と

も
に

、
こ

れ
ら

の
需

要
に

応
え

う
る

地
域

材
の

安
定

的
・
効

率
的

な
供

給
体

制
の

構
築

等
に

対
し

て
総

合
的

に
支

援
し

、
林

業
の

成
長

産
業

化
を

実
現

。

、
幅

広
分

野
、

新
な

木
材

需
要

拡
大

積
極

取
り

組
必

要
。

実
施

内
容

地
域

材
利

用
促

進
【
1
,4

5
2
 （

0
）
百

万
円

】
新

た
な

製
品

・
技

術
の

開
発

・
普

及
【
1
,0

8
6
 （

0
）
百

万
円

】

【
広

域
流

通
型

】

協 定

安
定

供
給

体
制

の
構

築
【

4
2
7
 （

0
）
百

万
円

】

・工
作

物
、
土

木
等

新
規

分
野

で
の

木
材

利
用

の
実

証
・普

及
・
公

共
建

築
物

等
の

木
造

化
・
内

装
木

質
化

に
向

け
た

設
計

等
支

援
・
Ｃ

Ｌ
Ｔ

の
建

築
基

準
整

備
に

必
要

な
強

度
デ

タ
収

集
等

・Ｃ
Ｌ

Ｔ
を

用
い

た
建

築
物

の
実

証

・
民

有
林

と
国

有
林

の
連

携
し

た
協

議
会

の
設

置
や

広
域

原
木

流
通

構
想

に
基

づ
く
取

組
へ

の
支

援

定

木
材

利
用

の
実

証
・普

及
木

質
化

に
向

け
た

設
計

等
支

援
必

要
な

強
度

デ
ー

タ
収

集
等

【
地

域
循

環
型

】

・木
づ

か
い

、
森

林
づ

くり
活

動
の

全
国

的
な

展
開

・
工

務
店

等
に

よ
る

地
域

材
の

モ
デ

ル
的

な
利

用
の

促
進

・耐
火

部
材

の
開

発

・住
宅

分
野

等
に

お
け

る
新

た
な

製
品

・技
術

の
開

発
・
Ｃ

Ｌ
Ｔ

等
の

ラ
ミ

ナ
供

給
に

向
け

た
中

小
製

材
工

場
の

連
携

や
山

元
と

地
域

の
加

工
工

場
等

が
連

携
し

た
体

制
構

築
へ

の
支

援

森
林

認
証

・
認

証
材

の
普

及
促

進
【

1
0
0
 （

0
）
百

万
円

】

生
産

物
流

通
認

証

森
林

管
理

認
証

・木
質

バ
イ

オ
マ

ス
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
及

び
マ

テ
リ

ア
ル

利
用

に
向

け
、

相
談

窓
口

の
設

置
、
技

術
開

発
等

・輸
出

の
促

進
、
合

法
木

材
の

普
及

に
向

け
た

調
査

・実
証

等

・設
計

士
等

の
人

材
育

成
・
木

造
建

築
物

等
の

健
康

・
省

エ
ネ

性
調

査

・
加

工
機

械
の

開
発

オ
リ

パ
ラ

施
設

へ
の

地
域

材
の

利
用

・
国

内
の

森
林

認
証

・
認

証
材

の
普

及
の

た
め

、
認

証
取

得
に

向
け

た
関

係
者

の
合

意
形

成
へ

の
支

援
等
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○
施
業
集
約
化
の
加
速
化
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【
平
成

2
7年
度
予
算
概
算
要
求
額

 
３
０
９
（
２
４
３
）
百
万
円
】

 

■
 
施
業
集
約
化
前

 
（
背
景

/課
題
）
 

  
 

 
 

 
小
規
模
・分
散
で
生
産
性
が
低
く
、
施
業
が
困
難
で
行
わ
れ
な
い
森
林
も

 

間
伐
材
の
搬
出
が
可
能

 

効
率
的
な
路
網
整
備
が
可
能

 

更
に
、
森
林
所
有
者
の
高
齢
化
や
不
在
村
化
が
進
行

 

森
林
施
業
の
集
約
化
を
促
進

 

全
国
的
か
つ
組
織
的

な
手
法
に
よ
る
施
業
集

約
化
の
働
き
か
け

 

森
林
の
境
界
や
所
有
者
が
不
明

 

間
伐
材
が
搬
出
で
き
な
い

 

境
界
測
量
、
森
林
情
報
の

整
理
・保
全
活
動
等
を
促
進

 

所
有
者
の
意
向
が
確
認
で
き
な
い

 

○
 
林
業
の
成
長
産
業
化
に
向
け
、
国
産
材
の
安
定
供
給
体
制
を
構
築
す
る
た
め
に
は
、
意
欲
あ
る
担
い
手
に
施
業
を
集
約
化
し
、
効
率
的
な
森

林
施
業
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
。

 
○

 
施
業
集
約
化
の
促
進
に
向
け
、
森
林
所
有
者
・森
林
境
界
の
明
確
化
等
へ
の
支
援
に
加
え
、
３
次
元
地
図
等
を
活
用
し
効
率
的
に
施
業
提
案

や
森
林
境
界
の
確
認
を
進
め
る
手
法
の
検
証
、
施
業
集
約
化
の
働
き
か
け
を
全
国
的
か
つ
組
織
的
に
進
め
る
仕
組
み
づ
く
り
を
実
施
。

 

・効
率
的
な
森
林
施
業
を
進
め
る
た
め
に
は
、
森
林
境
界
の

明
確
化
が
必
要

 

・現
地
調
査
や
立
会
を
不
要
に
す
る
な
ど
省
力
化
が
必
要

 

・不
在
村
森
林
所
有
者
と
現
場
を
つ
な
ぐ
仕
組
み
が
必
要

 

３
次
元
地
図
な
ど
の
森
林
情
報
を

活
用
し
た
施
業
提
案
や
境
界
確
認

 

 

森
林
所
有
者
・
森
林
境
界
の
明
確
化
や

 
不
在
村
森
林
所
有
者
へ
の
働
き
か
け

 

効
率
的
な
作
業
シ
ス
テ
ム
が
可
能

 

■
 
施
業
集
約
化
後

 
（
事
業
の
内
容
） 
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苗
木
安
定
供
給
推
進
事
業

 

 
  ○

 
林
業
の
成
長
産
業
化
の
推
進
に
よ
り
主
伐
の
増
加
が
想
定
さ
れ
、
伐
採
後
の
再
造
林
を
確
実
に
実
施
す
る
た
め
の
苗
木
の
確
保
が
重
要

 

○
 
伐
採
後
の
再
造
林
に
あ
た
っ
て
は
、
花
粉
発
生
源
対
策
や
地
球
温
暖
化
防
止
な
ど
の
社
会
的
な
ニ
ー
ズ
に
適
切
に
対
応
す
る
た
め
、

 

 
花
粉
の
少
な
い
品
種
や
成
長
に
優
れ
た
品
種
等
の
苗
木
を
用
い
た
森
林
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
が
重
要

 

○
 
東
日
本
大
震
災
等
に
よ
り
被
害
を
受
け
た
海
岸
防
災
林
の
確
実
な
再
生
が
必
要

 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
こ
の
た
め
、
優
良
種
苗
の
安
定
供
給
体
制
を
確
立
す
る
こ
と
が
必
要

 

苗
木
の
安
定
供
給
に
向
け
て

 

現
 
 

 
状

 

     

事
業
の
内
容

 

花
粉
症
対
策
、
地
球
温
暖
化
防
止
、
被
災
森
林
の
再
生
等
の
推
進

 

○
ミ
ニ
チ
ュ
ア
採
種
園

 

の
造
成
等

 に
対
す
る

 

支
援

 

 
 
 ミ
ニ
チ
ュ
ア
採
種
園

 

○
育
苗
機
械
や
種
苗
生
産
施
設
等
の
整
備

 

に
対
す
る
支
援

 

ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
 

床
替
え
機
（
苗
畑
）
 

○
合
意
形
成
や
条
件
整
備
等

に
取
り
組
む
協
議
会
の
設
置
・

運
営
等
に
対
す
る
支
援

 
     

＜
苗
木
安
定
供
給
推
進
対
策
＞

 
＜
カ
ラ
マ
ツ
着
花
促
進

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
技
術
対
策
＞

 

○
採
種
園
に
お
け
る
着
花

促
進
剤
の
処
理
方
法
等
の

実
証

 

      
着
花
促
進
剤
の
注
入

 

○
利
用
さ
れ
て

い
な
い
採
種
園

等
の
再
活
用

 

採
種
園
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平成２６年９月４日

平成２７年度 国有林関連予算の概算要求について（主要事項）

Ⅰ 公共事業

１ 森林整備事業 概算要求額 ７４,０７９（６５,６５１）百万円

［ 復旧・復興対策分 ２,６８３（１,６１０）百万円 ］

国産材の安定供給体制を構築するとともに、地球温暖化を防止するための間伐等

の森林施業や路網の整備等を実施

２ 治山事業 概算要求額 ４０,００６（３４,１１５）百万円

［ 復旧・復興対策分 ２,５８２（１,２５７）百万円 ］

地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化のため、荒廃山地や荒廃危険山地の

復旧整備、海岸防災林の保全等を実施

Ⅱ 非公共事業

持続的かつ安定的に林産物収入等を得つつ、民有林と連携した林産物の供給、生態

系保全のための鳥獣被害対策の推進等を実施

１ 森林整備・保全費

（１）新たな木材需要創出総合プロジェクト

概算要求額 ３,０６６（－）百万円の内数

（関係分 ２８８（－）百万円）

「新たな木材需要創出総合プロジェクト」の一部として、国産材の安定供給体

制を構築するため、民有林の森林所有者等と国有林が連携して作成する広域原木

流通構想に基づく取組として、ストックヤードの整備等を実施し、民有林と連携

した広域での協定取引等を推進

（２）施業集約化の加速化 概算要求額 ３０９（２４３）百万円の内数

（関係分 １１６（９３）百万円）

「施業集約化の加速化」の一部として、施業集約化を加速するため、隣接する

民有林との境界を復元し、境界の明確化を促進



（３）苗木安定供給推進事業 概算要求額 １１２（８３）百万円の内数

（関係分 ３０（－）百万円）

「苗木安定供給推進事業」の一部として、合板や集成材への需要が高まってい

るカラマツについて、造林意欲が高まっているものの需要にあった苗木の生産が

確保されていないため、苗木生産に必要な種子の安定的な供給への寄与を目的と

し、旧採種園において支障木の除去など着花促進のための林内整備等を行い、採

種園の再活用を実施

２ 国有林野産物等売払及管理処分業務費

概算要求額 ２０，５４６（２０，０７５）百万円

国有林野事業収入を得るため、林産物等の生産・販売、林野の売り払い等

を実施

３ 国有林野事業債務管理特別会計への繰入れ（非公共）

概算要求額 １９,１６８（１７,５２５）百万円

［うち、償還額９,１８９（７,６２７）百万円］

国有林野事業の債務の元本償還及び利払いに必要な額を、「国有林野事業債務管理

特別会計」へ繰入れ



（単位：百万円）

備　　考

Ⅰ 一般会計

 【歳出】

 １　公共事業費

(1) 森林整備事業費 65,651 74,079 112.8

(2) 治山事業費 30,626 35,936 117.3

(3) 災害復旧事業費 4,477 4,480 100.1

 ２　非公共事業費

(1) 森林整備・保全費 1,336 1,590 119.0

うち　新たな木材需要創出総合プロジェクト（関係分） － 288 皆増

施業集約化の加速化（関係分） 93 116 124.6
苗木安定供給推進事業（関係分） － 30 皆増

(2) 国有林野産物等売払及管理処分業務費 20,075 20,546 102.4

うち 人件費 8 058 7 334 91 0

1,257 2,582 205.4
この他、国交省及び内閣府に
4,070百万円（前年度3,489百万
円）を計上

37,130 23,574 63.5

1,610 2,683 166.6

平成２７年度　国有林関連予算概算要求の概要

区　　　　分
平成２６年度
当初予算額

平成２７年度
概算要求額

対前年度比
（％）

うち　人件費 8,058 7,334 91.0
事業費 8,590 9,821 114.3

　　うち 木材供給事業費 5,498 5,503 100.1

(3) 国有林野事業債務管理特会へ繰入れ 17,525 19,168 109.4

① 利子財源 9,883 9,949 100.7

② 借入金元本償還財源 7,642 9,219 120.6

 【歳入】

 １　国有林野事業収入 27,717 27,717 100.0

うち　林産物収入 22,531 23,107 102.6

 ２　官行造林収入 237 234 98.7

Ⅱ　国有林野事業債務管理特別会計

 【歳入】
 １　一般会計より受入れ 17,525 19,168 109.4

 ２　借換借入金 297,900 306,400 102.9

 【歳出】
 １　国債整理基金特別会計へ繰入れ 315,425 325,568 103.2

注）　　　　　　　　　　 は、復旧・復興枠で外書き
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